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要旨

本研究の目的と背景

図 郵送調査のスキーム比較（出典：渡辺（ ））

日本郵便が 年に開始した「特別あて所配達郵便」は、日本における新た

な調査スキームをもたらした（図 ）。これは、同郵便が、宛名不要、住所のみ
での郵送を可能とするサービスであることに由来する。社会調査を実施するう

えでの調査者の関心は、調査対象者を母集団から等確率で抽出することにある
が、住民基本台帳や選挙人名簿を標本抽出枠として全国無作為抽出調査を行う

場合には、相当のコストが必要となる。しかし、特別あて所配達郵便の運用が
開始されたことで、調査者は住宅地図会社の提供する住所データを標本抽出枠

として、無作為に抽出された住所に対して調査依頼状を送付し、世帯内での抽
出を行うことで、住民基本台帳や選挙人名簿に依存しない無作為抽出調査を行

うことが可能になった。
上記の住所にもとづくサンプリングは、 （ ）とよ

ばれるものであり、アメリカの文脈では、既存のサンプリング手法の代替とし
て位置づけられている。しかし、日本では 年に環境が整ったという事情

も手伝って、その実用化に向けては、明らかになっていない点が多い。そうし
た中で、朝日新聞は 年に 郵送調査を実施しているが、その回答率は

にとどまることを報告している（朝日新聞 ）。類似の設計の郵送調査
における回答率が であることを踏まえると（小林 ）、現在の 郵

送調査には回答率の向上が求められよう。
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こうした背景から、本研究では、 年 月に青梅市で 方式

の 郵送調査を実施し、未回答者に対する謝礼が回答率を高めるかについて
検討した。

調査結果

調査全体としての回答率は であり、全国の住所を対象として行われた
先行調査（朝日新聞 ）の回答率に近い水準の回答率が、青梅市の 郵

送調査においても得られたと考えることができよう。
今回の 郵送調査の結果は、男女比や 代以上を除く年代の比率という

点において、青梅市（ ）の人口統計に近似していた。今回の 郵送調査
における 代以上の割合は、青梅市（ ）の人口統計よりも小さかったが、

この点については という調査モードが影響した可能性などが考え
られよう。

未回答者に対する謝礼は、 カード、ボールペン、謝礼なしの順で回答率
が高かった。そして、未回答者に謝礼を送付することで、回答者に占める女性

比率が上昇することも明らかになった。また、未回答者に対する つの謝礼の
中では、コストベネフィットにおいて最も優れるのは カードであること

がわかった。なお、謝礼にボールペンを用いた場合の総費用は カードよ
りも小さくなるものの、ボールペンよりも カードを送付した場合に回答

率が高くなるために、回答 件あたりの費用は カードの方が小さかった。
まとめると、未回答者への先渡し謝礼としての カードは、謝礼を送らな

い場合やボールペンを送る場合に比べて、謝礼の総費用を大きくするが、 件
当たりの回答に要する費用は最小にするといえよう。

結論と今後の展望

本報告書では、現在黎明期にある日本の 郵送調査における回答率の向上
策としての、未回答者に対する先渡し謝礼の効果について分析した。その結果、

回答者への謝礼として最も回答率を高めることができるのは カードであ
り、 カードの送付は総費用を増大させたとしても、 件当たり費用は最も

小さくさせることが明らかになった。そのため、未回答者に対して カー
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り、 カードの送付は総費用を増大させたとしても、 件当たり費用は最も

小さくさせることが明らかになった。そのため、未回答者に対して カー

ドを送付することは、現在の 郵送調査における重要な調査設計の つで

あるといえよう。
また今後は、未回答者に対する調査モードの変更などのアプローチについて

検討することも重要であると考えられる。例えば、 回目はハガキによる
、 回目は未回答者に対する謝礼を封入した調査依頼封筒による

、 回目は未回答者に対する調査票と返送用封筒の送付（ 通常の郵送
調査）という逐次ミックスモードのデザインなどである。

一方で、現行の特別あて所配達郵便に付随する課題は残る。例えば、現行の
特別あて所配達郵便は、通常の送料に 円を加算した金額が 通当たりの送

料となることを踏まえるならば、未回答者への調査モードの一部に従来の郵送
調査を含めることは、コスト増を意味する。また、現行の特別あて所配達郵便

は、定形郵便のみに対応しているために、サイズと重量に関する制限がある。
これは、調査票の分量上の制限や、原票を回収するための返送用封筒の封入・

送付方法における問題となる。そのため、特別あて所配達郵便を用いた 郵
送調査の普及にあっては、回答率の向上に資する調査研究の発展と並んで、特

別あて所配達郵便の送料および規格についての柔軟な制度設計の検討が期待さ
れよう。
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はじめに

無作為抽出調査の現在

私たちの暮らす社会はいま、どのような状況にあるのか。こうした問いに答
えるための方法が、社会調査である。社会調査には、大別して、質的な調査と

量的な調査がある。端的に述べるならば、前者がフィールドワークを典型とす
る総合的な理解のための方法であるのに対し、後者は、大規模標本調査を典型

とする数字による理解のための方法である（岸 杉野 ）。
このうち、本報告書で扱うのは、後者の量的調査である。量的調査は、さま

ざまな目的で実施される調査において用いられている。それらは例えば、公共
的目的で行われる行政の基幹統計調査やマスメディアの世論調査、民間企業の

実施する市場調査、大学等の機関の実施する学術調査などである（轟・平沢
）。

量的調査によって、ある社会の現状を描き出そうとするとき、調査者が注意
を払わなければいけないことの つに、外的妥当性の問題とよばれるものがあ

る。これは、簡潔に述べるならば、ある調査を行って得られた知見が、どの程
度一般化可能であるのかという問題である。それは、例えば、ある大学の学生

を対象とした政治意識調査から得られた知見を、日本の有権者全体に当てはめ
ることは必ずしもできないといったようなことである。

そのため、調査者は、自分の関心のある集団（＝母集団）に照らして、自分
の入手するデータがその縮図となるように細心の注意を払う。そのための方法

が、ランダムサンプリングとよばれるものである。社会調査におけるランダム
サンプリングとは、母集団を構成する個人が、計画標本とよばれる調査対象者

のリストに等確率で含まれるように抽出する手続きを指す。
ランダムサンプリングの手続きは、よく「くじ引き」として形容される。

個の色とりどりのボールが入ったくじ引きの箱があり、そこから 個のボー
ルを無作為に取り出すとき、私たちはその 個のボールからなる標本の色を

確認することで、わざわざ箱をひっくり返さなくても、箱の中の色の分布につ
いて推測することができるようになる。私たちが目にする世論調査の結果も同

様であり、日本の一部の人たちへの質問から得られた結果であっても、その調
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査対象者の選び方を工夫することによって、日本を代表するような結果とみな

すことができるようになっているのである。
しかし、ここで重要なことの１つは、「くじ引き」の箱にイカサマがあっては

いけないということである。箱の中のボールを無作為に選び出すことにどれだ
けの労力を払ったとしても、本来は色とりどりのボールが入っているはずの箱

の中に白色のボールしか入っていないのであれば、その無作為抽出の労力は無
に帰してしまう。これはカバレッジ誤差の問題とよばれるものであり、調査者

が無作為抽出を行う際に用いる個人の名簿（＝標本抽出枠）と母集団との間に
生じる乖離のことを指す（松本 ）。

このカバレッジ誤差を減少させるための方法は、いたって単純である。網羅
性の高い母集団の名簿を用いて、無作為抽出を行えばよい。しかし、実際のサ

ンプリングの局面では、母集団を構成する個人が漏れなくリストアップされた
名簿が存在するか、そして、存在するとしてそれが利用可能であるかという問

題に突き当たることになる。例えば、アメリカの文脈では、調査者がそうした
名簿を利用することはできない。そのため、アメリカでは、後述するエリアサ

ンプリングや （ ）などの、名簿に頼らない方法が発
展してきたという経緯がある。

一方で、日本の場合は、幸いなことに、学術調査や公共的目的で実施される
調査であれば、住民基本台帳や選挙人名簿などの網羅性の高い名簿を閲覧する

ことができる状況にある。そのため、さまざまな大規模社会調査が、これらの
名簿を用いた無作為抽出によって実施されてきた（日本版総合的社会調査共同

研究拠点大阪商業大学 研究センター 前田 白波瀬 ）。
しかし、こうした調査において問題になるのは、そのサンプリングに要する

コストである。住民基本台帳や選挙人名簿は、オンライン上で簡単に閲覧でき
るものではなく、各自治体に点在している。そのため、全国無作為抽出調査を

行う場合には、まず地点を無作為に抽出し、次にその地点のなかで個人を無作
為抽出するという多段抽出の手続きが取られることになる。そして、このとき、

抽出された地点が含まれる自治体の役所に調査員が出向いたうえで、名簿から
人力で転記するという作業が生じる。

住民基本台帳や選挙人名簿によるサンプリングは、その網羅性という点にメ
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も手伝って、その実用化に向けては、明らかになっていない点が多い。そうし
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ける回答率が であることを踏まえると（小林 ）、現在の 郵送
調査には回答率の向上が求められよう。

そこで本稿では、未回答者に対する謝礼が回答率を高めるかについて検討す
る。まず、次章では、 に関する先行研究と日本における課題を踏まえたう

えで、本研究の枠組みについて述べる。続く第 章では、本研究で実施した
調査の設計について述べる。第 章では、実際に東京都青梅市で行われた

調査のデータを用いて、未回答者への謝礼の効果について分析する。第 章で
は、分析結果を踏まえ、 調査における謝礼の有効性について議論する。
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先行研究と本研究の枠組み

アメリカにおける 調査とその位置づけ

は、アメリカ合衆国郵便公社（ ： ）の
保有する住所データをサンプリングの際の名簿（ 標本抽出枠）とする抽出方

法を指す（ ）。アメリカ合衆国では、 の （
）によって、アメリカ合衆国全土の住所情報が管理されて

いる。こうした情報は、一般人口の標本抽出枠として機能しうる。しかし、
は、国勢調査局以外の組織や個人に対して住所データを直接提供することを合

衆国法典によって禁じられている。そこで は、名簿業者から提出を受け
た住所電子ファイルを のデータにもとづいて修正するという、間接的な

住所データの提供を行っている。調査者は、この住所情報を名簿業者から購入
することで 、アメリカ合衆国の居住者を標本抽出枠とした抽出が可能となる

（ ）。
住所単位でのサンプリングは、必ずしも が初めてというわけではない。

例えば、調査員が抽出地点において地図を用いて調査対象をリスト化したうえ
で抽出を行う方法は、エリアサンプリングとよばれる（ ）。エリアサ

ンプリングは現在でも、 などの大規模
調査において用いられている（

）。一方、 は、エリアサンプリングよりもサンプリングに要す
る時間が短いことや、コストが少ないことがそのメリットとして挙げられる

（ ）。こうした理由から、 は （
）や などの大規模調

査において用いられている。
は （ ）の代替としても位置付けられている。

アメリカでは、 年代以降、固定電話のカバレッジの減少の問題や の

具体的には、 をベースとしたプロダクトである
や を利用することに

なる（ ）。
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回答率低下が指摘されてきた（ ）。これに対し、

は上述の通り、住所それ自体を抽出単位としているため、デバイスの利用状況
にカバレッジが左右されることはなく、そして、回答率も より高い傾向

にあり、コストも低いことから、 の代替として位置づけられつつある（
）。例えば、 調査の回答率が低いアメリカの

つの州に限定して行われた調査では、 つの州において 調査よりも
調査の回答率が高いこと、そして、 郵送調査で同じ数の回答を得るのに必

要なコストは 調査の約 であることが報告されている（
）。

日本における 調査とその課題

住所を抽出単位とする標本調査の方法は、日本においても、市場調査会社等
を中心として、 年代後半から検討されてきた。日本ではもともと、住民基

本台帳などの網羅性の高い名簿による無作為抽出が可能であったが、 年の
住民基本台帳法の改正を受け、商用目的での閲覧が不可能になってしまった。

そのため、住民基本台帳に依存しない標本調査の方法が検討されるようになっ
た。例えば、地図データベース法・現地積上法と訪問留置法を組み合わせた方

式や（北田 ）、住宅地図によるエリアサンプリングとポスティングを組み
合わせた方法などが検討された（土屋ほか ）。しかし、これらの調査方法

はいずれもサンプリングや調査依頼のための現地調査員の人件費が発生するた
め、サンプリングに伴うコストは決して少なくないといえよう。

こうしたサンプリングに伴うコストの問題は、サンプリングと密接に結びつ
いている、調査依頼のモードに郵送法を採用することで、解決することができ

る。そして今日では、 ほどの精度ではないにしても、日本では電子化され
た住所情報を購入することで、 を実施することができる。しかし、日本で

は、 と郵送を組み合わせた調査は行われてこなかった。これは、調査票の
郵送の際に宛名が必要とされてきたためである。例えば、地図データを用いた

によって住所情報をサンプリングすることができたとしても、住所情報だ
けで郵送を行うことはできない。まとめると、日本では というサンプリン

グの環境は整っていたものの、 郵送調査の環境は整っていなかったという
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によって住所情報をサンプリングすることができたとしても、住所情報だ
けで郵送を行うことはできない。まとめると、日本では というサンプリン

グの環境は整っていたものの、 郵送調査の環境は整っていなかったという

ことである。

しかし、 年に特別あて所配達郵便の運用が開始されたことを受け、宛名
のない、住所情報のみでの郵送が可能になった。 年には、朝日新聞社が日

本で初めての 郵送調査を 方式で実施している 。その結果、
同時期の固定・携帯 調査と比較すると、内閣不支持率において両者の結

果が近似する一方で、 郵送調査の回答率は にとどまることが報告され
ている（朝日新聞 ）。以上の知見は、 郵送調査の可能性を示す一方で、

回答率の低さという脆弱性も示している。こうした回答率の低さは無回答誤差
と し て 非 観 測 誤 差 を 増 大 さ せ る と い う 問 題 を 踏 ま え れ ば （

）、 調査における回答率を高めるた
めの調査設計について検討することは、重要であるといえよう。

郵送調査の回答率の向上は、学術調査の文脈においても重要である。例
えば、学術調査の場合は、現在でもほとんどの自治体で、住民基本台帳などの

網羅性の高い名簿による無作為抽出が可能である。しかし、全国の自治体に点
在するそれらの名簿を閲覧し、無作為抽出を行うためには、時間と労力、旅費

と人件費という調査コストを伴うことになる。そのため、地図データベースを
入手するだけで無作為抽出を行うことができる 郵送調査は、コスト面から

検討した場合、既存の郵送調査の有力な代替的選択肢として考えられうる。
しかし、既に述べたように、現在の 郵送調査の回答率は である。単

純な比較はできないものの、 年に日本で行われた 方式の郵
送調査の回答率 と比較すると（小林 ）、少なくとも回答率という点

においては、日本における 郵送調査は既存の郵送調査に並ぶ水準にはない
といえよう。そのため、名簿の利用に伴うコストが発生しないというメリット

を持つ 郵送調査の回答率を高めることは、様々なコストを伴うサンプリン
グを行わざるを得ない現在の日本の学術調査の文脈においても重要であるとい

えよう。

この場合の とは、回答用 ページの コードやリンクが
印字されたハガキ等の郵送による調査依頼と ページ上での回答から構成
される調査モードを意味する。
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未回答者に対する謝礼の効果への注目
調査における謝礼は、回答率を高めるための重要な設計の つに位置づけら

れる。謝礼は、その送付の段階に応じて、少なくとも つに区別することがで
きる（ ）。 つは、 とよばれる、すべての調査対象

者への謝礼であり（ ）、 は調査への協力
行動を促進することが報告されてきた（

）。
もう つは、 などとよばれる、未回答者に限定して送付す

る謝礼である（
）。例えば、 （ ）は、 を モー

ド、 と郵送回答を モードとしたアメリカの 調査におい
て、未回答者に対する の先渡し謝礼が回答率を約 高めることを報告し

ている。
未回答者に対する謝礼は調査対象者のすべてではなく、未回答者のみにその

送付を限定するものである。そのため、謝礼に要する費用を節約することがで
きる（ ）。そこで本稿では、未回答者への謝礼が回答率を高め

るのかについて検討した。
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きる（ ）。そこで本稿では、未回答者への謝礼が回答率を高め

るのかについて検討した。

特別あて所配達郵便を用いた調査の概要

調査の目的

本報告書の 郵送調査では、特別あて所配達郵便を用いて、
方式の郵送調査への未回答者に対する先渡し謝礼の効果について検討した。未

回答者への謝礼には 種類の謝礼を用いた。 つは、 円分の カード
である。通常、金銭の謝礼が回答率を高めるうえでは効果的であるが（

）、日本では金銭を郵送することはできない。そのため、本研究では、謝礼
の つとして、 カードを用いることとした。

次に、もう つの謝礼として、ボールペンを用いた。 カードの最低金
額は 円である一方で、種類にもよるが、ボールペンは 円以下で購入が

可能である。また、通常の世論調査においてもボールペンは用いられている（松
田 ）。そして、ボールペンの送付は、回答率を高めることがわかっている

（ ）。以上から、本研究では、もう つの謝礼として、ボールペンを
用いることとした。

サンプリング手続き

本稿の 調査は、調査実施時点で東京都青梅市に住所のある有権者
名を対象として、青梅市長選挙世論調査として実施した。標本抽出枠に

は、株式会社ゼンリンの「住宅ポイントデータ」を用いた。同データは、 年
ごとに更新されるデータであるため（ゼンリンマーケティングソリューション

ズ ）、最新の居住実態を反映しているわけではない。しかし、同データ
には、集合住宅内での抽出に必要となる、階数や総部屋数、空部屋数が含まれ

るという利点がある。
サンプリングの手続きとしては、まず青梅市の住所 件の単純無作為抽

出を行った。住宅ポイントデータは 住所 行となっているため、まず、集
合住宅の行数については、各集合住宅の階数と一致させた。そして、各行の部

屋番号を 番に固定し、単純無作為抽出を行った。 つの住所において生活を
共にしている有権者のうち、どの有権者に対して調査を依頼するかという点
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（ 世帯内抽出）については、調査依頼状と回答ページに 歳以上の有権者

が対象である旨を記載したうえで、誕生日法による抽出を行った 。

調査手続き
調査スケジュール

本稿の 郵送調査のスケジュールを表 に示した 。今回の調査は、 月
日投開票日の青梅市長選挙に関する世論調査として設計されたため、調査依

頼状は 月 日に発送し、未回答者への督促状を 月 日と 月 日の
計 回送付し、投開票日を迎えるという調査設計とした。

今回の 郵送調査では、調査依頼の到着日を基準として、世帯内で誕生
日が最も近い 歳以上の個人の抽出を依頼した。
本稿では、 郵送調査の実務担当者向けに執筆された調査運営のための

資料である渡辺（ ）の内容にもとづいて、本稿の 郵送調査の概要を
示すセクションである「 調査手続き」として再構成・改稿を行った。
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付

9月
14
日

印
刷
見
本
受
け
取
り

9月
25
日

郵
便
物
を
計
測
器
で
チ
ェ
ッ
ク

9月
29
日

修
正
版
郵
便
物
送
付

10
月
1日

印
刷
用
原
稿
送
付

10
月
2日

修
正
版
郵
送
物
へ
の
OK

10
月
5日

カ
ス
タ
マ
ー
バ
ー
コ
ー
ド
読
み
取
り
用
見
本
提
出

10
月
6日

カ
ス
タ
マ
ー
バ
ー
コ
ー
ド
読
み
取
り
チ
ェ
ッ
ク
完
了

10
月
10
日

印
刷
完
了

10
月
13
日

郵
送
物
納
品

10
月
14
日

発
送
準
備
作
業

10
月
16
日

差
出
票
・
内
訳
票
の
デ
ー
タ
確
認
が
同
日
中
に
完
了

10
月
19
日

調
査
依
頼
発
送
（
利
用
開
始
届
、
差
出
票
、
内
訳
票
を
提
出
）

10
月
20
日

学
内
周
知
が
完
了

10
月
29
日

発
送
準
備
作
業

10
月
30
日

回
答
督
促
状
1回

目
発
送
（
差
出
票
、
内
訳
票
を
提
出
）

11
月
5日

発
送
準
備
作
業

11
月
6日

回
答
督
促
状
2回

目
発
送
（
差
出
票
、
内
訳
票
を
提
出
）

11
月
12
日

回
答
〆
切

表
1　

調
査
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
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特別あて所配達郵便の利用条件と実際の郵送物

特別あて所配達郵便には、 つの利用条件がある（日本郵便 ）。このう
ち、 郵送調査を実施するうえで送付物に関連してくるのは、少なくとも

つの利用条件である。
第 の条件は、「定形郵便物、通常はがきまたは往復はがきとすること」であ

る。この条件下では、調査対象者の関心を惹くことを目的として、 の調査票
を角 封筒で発送したりするという方法は、定形のサイズを超えてしまうため、

利用できない。そのため、調査票の大きさや調査依頼の方法については、工夫
が必要になる。

第 の条件は、「外装に、『転送不要』、受取人の住所などを表す所定のバーコ
ード、『特別あて所配達』など、所定の表示をすること」である。これは、調査

予告状や調査依頼状、回答督促状のレイアウトに関する条件である。具体的に
は、以下のような細かなルールが設けられている 。

（ ） 料金後納郵便の表示

（ ） 受取人氏名を記載していない郵便物である旨の記載
（ ） 「特別あて所配達郵便」の文字の記載

（ ） 郵便物に関する問い合わせ先の記載（差出人コールセンターの電話番号
等）

（ ） 受取人の住所または居所（ ポイント以上）の記載
（ ） カスタマーバーコードの表示

（ ） 「転送不要」の文字、その他転送を要しない旨の表示
（ ） 差出人氏名および住所または居所

（ ） 第二種郵便物として差し出す場合は、「郵便はがき」等の文字の記載

また、特別あて所配達郵便では、通常の郵送料金に 円が加算される。例
えば、ハガキの場合であれば、通常の郵送料が 通 円であるため、特別あ

これらのレイアウトに関する規格は，本稿の 郵送調査の実施にあたり
差出を依頼した銀座郵便局の資料にもとづいている。
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差出を依頼した銀座郵便局の資料にもとづいている。

て所配達郵便での送料は 円となる。調査依頼状や謝礼などが含まれる封筒

（手紙）の場合であれば、 通 円であるため、特別あて所配達郵便では
円となる。

このように、特別あて所配達郵便では、通常の郵送料の約 倍の送料が発生
する。そのため、調査予告状の送付、調査依頼状の送付、回答督促状の送付の

それぞれの段階で、決して小さくはない郵送料が発生することになる。そこで
本稿では、日本における 郵送調査が黎明期であるという点を考慮し、最も

コストの少ない調査モードと考えられる 方式の 郵送調査を
実施することとした。

図 特別あて所配達郵便を用いた調査依頼ハガキ
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図 特別あて所配達郵便を用いた調査依頼封筒

本稿で実施した 郵送調査で実際に使用したハガキを図 、封筒を図 に

示した。図 に示したとおり、未回答者への回答督促封筒には つのパターン
があり、上から順に、謝礼なし群、謝礼ボールペン群、謝礼 カード群に

送付した封筒となっている。次章では、これらの謝礼の送付条件によって、ど
のように未回答者の調査協力行動が異なるのかについて検討する。
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送付した封筒となっている。次章では、これらの謝礼の送付条件によって、ど
のように未回答者の調査協力行動が異なるのかについて検討する。

調査結果

回収状況

表 回収結果

まず、調査全体としての回答率は、 であった（表 ） 。次に、調査依
頼の送付段階別の回答率を確認すると、回答率に違いがあることがわかる。ま

ず、 回目時点での回答率は であった。そして、 回目の未回答者を対象
として督促封筒を送付した 回目時点での回答率は であった。 回目の

未回答者を対象とした 回目の調査依頼に対する回答率は、 であった。
以上の回収状況から、（ ）事前の調査依頼や督促を行わない場合では、現行

の 郵送調査の回答率は と低い水準にとどまること、（ ）しかし、一
部の群において謝礼付きの回答督促封筒を送付した 回目の調査依頼において

は、未回答者のうちの から回答が得られたことがわかる。

本報告書における回答率は、 （ ）における とよばれる回答
率である。

1回目 2回目 3回目 全体
回答完了（I）
一部回答完了（P）
拒否・中断（R）
接触不能（NC）
その他（O）
調査対象か不明（UH）
その他（UO）
合計
UH・UOに占める調査対象割合の推定値（e）
調査対象外（Not eligible）
回答率（RR3）
協力率（COOP3）
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回答者の属性

本報告書における 郵送調査は、 年の 月下旬から 月上旬にか
けて実施した。そこで、青梅市（ ）の 年 月 日時点での人口統計

データを用いて、性別および年齢について比較した結果を表 にまとめた。

表 回答者の性別・年齢

まず、調査全体としては、回答者の男女比が青梅市人口統計に近似している

ことがわかる。年齢については、 歳以上を除いて、青梅市人口統計の比率に
近似していることがわかる。調査依頼の送付段階別にみると、 回目の女性比

率は にとどまるものの、 回目の女性比率は となっていることか
ら、 回目よりも 回目において女性比率が高まっていることがわかる。年齢

に関しては、 代および 代の割合が、 回目よりも 回目で高くなってい
ることがわかる。

回答の分布

本稿では、性別と年齢以外にも、計 つの質問項目を設けている（表 ～表
）。今回の 郵送調査は、 年に実施された青梅市長選挙に合わせて実

施されているため、表 および表 の結果は、実際の選挙結果と比較するこ
とができる。

性別
　男性
　女性
年齢
　18・19歳
　20代
　30代
　40代
　50代
　60代
　70代
　80歳以上

合計

表2　回答者の性別・年齢構成
1回目 2回目 3回目 全体 人口統計
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表 投票予定への回答

まず、今回の青梅市長選挙の投票率は であった（青梅市選挙管理委
員会事務局 ）。これに対して、本稿の 調査では、「必ず行く」と

「できれば行く」、「期日前投票をする（した）」の合計が となっている
（表 ）。今回の 郵送調査で採用したのは、調査員効果が発生しにくい

「自記式」に分類される調査モードではあるものの、投票に行かないという回
答は行いにくいために、「できれば行く」が選択されている可能性がある。そ

こで、「必ず行く」と「期日前投票をする（した）」の合計を求めると、
となる。このようにして求めた投票予定者の割合であっても、実際の投票率で

ある よりはるかに高い値となっている。そのため、表 にみたよう
に、性別と年齢という属性面では、今回の 調査の結果と実際の分布との

間に近似がみられたが、投票予定という意識面においては、今回の 調査
の回答者は投票意欲の高い人々が多く含まれるという特徴があるといえよう。

表 投票予定候補についての回答

表 は、投票予定として（表 ）、投票に「必ず行く」または「できれば行
く」、「期日前投票をする（した）」と回答した ケースにおける、投票予定

候補の分布を示している。今回の調査は、郵送のスケジュール上、候補者が告

必ず行く
できれば行く
行かない
期日前投票をする（した）
合計

表3　投票予定への回答

大勢待利明
浜中啓一
その他※
合計
※告示日前に調査を開始したため

表4　投票予定候補についての回答
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示される以前から実査を開始していたため、回答選択肢については、実際の候

補者 名以外にも、その他という回答選択肢が設けられている。そこで、表
の度数にもとづき、浜中けいいち候補に対する大勢待利明候補への投票予定者

の比率を求めると となる。これに対し、実際の青梅市長選挙結果の得票
は、浜中候補が 票であり、大勢待候補が 票であったため、上記

の比は となる。これらの結果は、実際の選挙結果としては大勢待候補が
浜中候補の 倍の票を得たにもかかわらず、今回の 郵送調査の結果の

うえでは、 人の候補者が僅差となってしまっていることを示している。
今回の 郵送調査の結果が実際の得票率から乖離してしまった理由に

は、いくつかの可能性が考えられるが、そのうちの つは告示前から調査を
開始せざるを得なかったために生じた、「その他」カテゴリの問題であろう。

「その他」を選択したケースと大勢待候補を選択したケースの合計は、浜中候
補を選択したケースの 倍と実際の得票状況に近い値であることから、今

回の青梅市長選挙では、 月 日の告示以前の段階では、明確に候補を決め
かねていた層が大勢待候補に票を投じた可能性は考えられよう。

表 最終学歴

表 就業形態

中学校
高校
短大・高専・専門
大学
大学院
合計

表5　最終学歴

正社員・正職員
パート・アルバイト等
自営業
無職
その他
合計

表6　就業形態
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表 暮らし向き

最終学歴（表 ）、就業形態（表 ）、暮らし向き（表 ）については、通常
の世論調査における属性項目であることから、調査項目として含まれている

が、青梅市に限定した場合、性別や年齢、選挙結果などの客観的に比較可能な
データを持たない。ただし、これらの項目については、項目無回答率という観

点から検討した場合、項目無回答率の低さという特徴を示している。投票予定
（表 ）および投票予定候補（表 ）については、回答を必須としたが、最終

学歴（表 ）、就業形態（表 ）、暮らし向き（表 ）については、回答を必須
としなかった。しかし、 ケースのうち、最終学歴と就業形態では ケー

ス（ ）、暮らし向きでは ケース（ ）が回答していることか
ら、項目無回答率は低かったといえよう。

ただし、上記の結果については、項目無回答の発生しにくい回答者が回答し
ている可能性は十分に考えられる。例えば、投票意欲が高く、調査にもきちん

と応じてくれるといった回答者である。そのため、調査全体としての回答率が
高い場合に、これらの項目無回答率がどのように変化するのかについては、今

後検討が必要であろう。

余裕がある
やや余裕がある
ふつう
やや苦しい
苦しい
合計

表7　暮らし向き
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謝礼の送付条件別にみた回収状況

回目と 回目の調査依頼期間が短かったことを踏まえ、 回目と 回目の

回答結果を統合したうえで、未回答者への謝礼の送付条件別に回答率を比較し
た 。

表 謝礼の送付条件別にみた回収結果（ 回目）

表 から、謝礼なし群では未回答者の 、ボールペン群では未回答者の

、 カード群では未回答者の が回答したことがわかる。そのた
め、回答率は カード、ボールペン、謝礼なしの順で高いといえる。

表 回目以降の回答の有無を従属変数とした

二項ロジスティック回帰分析

回目だけにデータを限定しても、結果は変わらなかった。

謝礼なし ボールペン QUOカード
回答完了（I）
一部回答完了（P）
拒否・中断（R）
接触不能（NC）
その他（O）
調査対象か不明（UH）
その他（UO）
合計
UH・UOに占める調査対象割合の推定値（e）
調査対象外（Not eligible）
回答率（RR3）
協力率（COOP3）

定数
謝礼（ref. なし）
　ボールペン
　QUOカード
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謝礼の送付条件別にみた回収状況

回目と 回目の調査依頼期間が短かったことを踏まえ、 回目と 回目の

回答結果を統合したうえで、未回答者への謝礼の送付条件別に回答率を比較し
た 。

表 謝礼の送付条件別にみた回収結果（ 回目）

表 から、謝礼なし群では未回答者の 、ボールペン群では未回答者の

、 カード群では未回答者の が回答したことがわかる。そのた
め、回答率は カード、ボールペン、謝礼なしの順で高いといえる。

表 回目以降の回答の有無を従属変数とした

二項ロジスティック回帰分析

回目だけにデータを限定しても、結果は変わらなかった。

謝礼なし ボールペン QUOカード
回答完了（I）
一部回答完了（P）
拒否・中断（R）
接触不能（NC）
その他（O）
調査対象か不明（UH）
その他（UO）
合計
UH・UOに占める調査対象割合の推定値（e）
調査対象外（Not eligible）
回答率（RR3）
協力率（COOP3）

定数
謝礼（ref. なし）
　ボールペン
　QUOカード

未回答者に対する謝礼の効果について検討するため、二項ロジスティック回

帰分析を行った（表 ）。従属変数は回答の有無であり、 回目の調査依頼到達
以降に回答があった場合に を、回答がなかった場合には を割り振っている。

表 からは、ボールペン群は謝礼なし群よりも約 倍（ ）、
カード群は約 倍（ ）、回答しやすい傾向にあるこ

とがわかる。また、表は割愛するものの、基準カテゴリをボールペン群とした
場合では、 カード群は約 倍回答する傾向にあった（ ， （β）

， ）。

表 謝礼の送付条件別にみた回答者の性別・年齢構成（ 回目）

回目の調査依頼到達以降の回答者の性別・年齢を謝礼の送付条件別に示し

た（表 ）。性別については、謝礼なし群における女性比率は 、ボール
ペン群は 、 カード群は であった。謝礼の送付条件と回答者

の属性について、フィッシャーの正確検定を行った結果、 水準で有意であっ
た。そのため、未回答者に対してボールペンや カードを送付することで、

女性回答者の割合を高めることができるといえよう。
年代については、謝礼なし群における 代の割合が と、回答者全体

における 代の割合である よりも高くなっている。ただし、年代と実
験条件の関連についてフィッシャーの正確検定を行ったところ、 水準で有意

な差はみられなかった（ ）。

性別
　男性
　女性
年齢
　18・19歳
　20代
　30代
　40代
　50代
　60代
　70代
　80歳以上

合計

謝礼なし ボールペン QUOカード 全体
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表 謝礼の送付条件別にみた回答者の就業状況（ 回目）

未回答者に対する謝礼の効果は、有職者と無職者で異なっている可能性が考

えられたため、謝礼の送付条件別にみた回答者の就業状況についても検討した
（表 ）。もし未回答者に対する謝礼の効果が就業状況によって異なるのであ

れば、謝礼の送付条件ごとに、回答者の就業状況の分布は異なるはずである。
そこで、フィッシャーの正確検定を行ったが、 水準で有意な差はみられなか

った（ ）。

コスト比較
回目と 回目の調査依頼に要した郵送料と謝礼の合計金額は、謝礼なし群

で 円、ボールペン群で 円、 カード群で 円であ
った。そのため、謝礼の購入に必要な費用が異なる以上、当然のことではある

が、総費用は謝礼なし群において最少であり、 カード群において最大で
あった。

しかし、回答 件当たりの費用（小数点以下切り捨て）でみてみると、謝礼
なし群の場合は 円、ボールペン群では 円、 カード群では

円となっていた。これは、総費用としては、謝礼の購入金額によって、 カ
ード＞ボールペン＞謝礼なしの順で大きかったが、上記の順で回答率も高くな

っていたために、結果として、未回答者の回答 件あたりに要するコストとし
ては、謝礼なし＞ボールペン＞ カードの順になるということを意味する。

有職者
無職者
合計

謝礼なし ボールペン QUOカード 全体
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表 謝礼の送付条件別にみた回答者の就業状況（ 回目）

未回答者に対する謝礼の効果は、有職者と無職者で異なっている可能性が考

えられたため、謝礼の送付条件別にみた回答者の就業状況についても検討した
（表 ）。もし未回答者に対する謝礼の効果が就業状況によって異なるのであ

れば、謝礼の送付条件ごとに、回答者の就業状況の分布は異なるはずである。
そこで、フィッシャーの正確検定を行ったが、 水準で有意な差はみられなか

った（ ）。

コスト比較
回目と 回目の調査依頼に要した郵送料と謝礼の合計金額は、謝礼なし群

で 円、ボールペン群で 円、 カード群で 円であ
った。そのため、謝礼の購入に必要な費用が異なる以上、当然のことではある

が、総費用は謝礼なし群において最少であり、 カード群において最大で
あった。

しかし、回答 件当たりの費用（小数点以下切り捨て）でみてみると、謝礼
なし群の場合は 円、ボールペン群では 円、 カード群では

円となっていた。これは、総費用としては、謝礼の購入金額によって、 カ
ード＞ボールペン＞謝礼なしの順で大きかったが、上記の順で回答率も高くな

っていたために、結果として、未回答者の回答 件あたりに要するコストとし
ては、謝礼なし＞ボールペン＞ カードの順になるということを意味する。

有職者
無職者
合計

謝礼なし ボールペン QUOカード 全体

結論

分析結果の要約

本報告書では、青梅市で実施した 方式の 郵送調査データ
について分析した。調査全体としての回答率は であり、全国の住所を対

象として行われた先行調査（朝日新聞 ）の回答率に近い水準の回答率が、
青梅市の 郵送調査においても得られたと考えることができよう。

今回の 郵送調査の結果は、男女比や 代以上を除く年代の比率という
点において、青梅市（ ）の人口統計に近似していた。今回の 郵送調査

における 代以上の割合は、青梅市（ ）の人口統計よりも小さかったが、
この点については という調査モードが影響した可能性などが考え

られよう。
今回の 郵送調査には、高い投票意欲を示す回答を行う対象者が多く含ま

れていた。今回の 郵送調査の主目的は、謝礼の効果について検討すること
ではあるものの、特に、有権者の投票行動を捕捉するための世論調査として実

用化を進める場合では、上記の意識面での偏りの問題は、今後の重要な検討課
題であろう。

未回答者に対する謝礼は、 カード、ボールペン、謝礼なしの順で回答率
が高かった。そして、未回答者に謝礼を送付することで、回答者に占める女性

比率が上昇することも明らかになった。 回目の調査依頼時の回答者に占める
女性比率が高くなったのは、上記の謝礼の効果によるものと考えられる。

また、未回答者に対する つの謝礼の中では、コストベネフィットにおいて
最も優れるのは カードであることがわかった。なお、謝礼にボールペン

を用いた場合の総費用は カードよりも小さくなるものの、ボールペンよ
りも カードを送付した場合に回答率が高くなるために、回答 件あたり

の費用は カードの方が小さかった。まとめると、未回答者への先渡し謝
礼としての カードは、謝礼を送らない場合やボールペンを送る場合に比

べて、謝礼の総費用を大きくしてしまうが、 件当たりの回答に要する費用は
最小にするといえよう。
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議論

本報告書では、現在黎明期にある日本の 郵送調査における回答率の向上
策としての、未回答者に対する先渡し謝礼の効果について分析した。前項にま

とめた通り、未回答者への謝礼として最も回答率を高めることができるのは
カードであり、 カードの送付は総費用を増大させたとしても、 件

当たり費用は最も小さくさせることが明らかになった。そのため、未回答者に
対して カードを送付することは、現在の 郵送調査における重要な調

査設計の つであるといえよう。
上記の知見の限界について、 点ほど補足しておく。まず、今回の調査結果

は、青梅市に限定されたものではある。しかし、通常の全国郵送調査において
も、謝礼が回収率を高める効果が指摘されている点を踏まえるならば（松田

）、本稿の知見は必ずしも青梅市のみに限定されるものではないと考える
ことができよう。

次に、本稿の知見は、調査設計上、謝礼送付条件ごとの調査全体としての回
収率を求めることはできない。本稿では、 月 日時点における未回答者

名のすべてではなく、それらの未回答者から無作為に 名を抽出し、無作為
に謝礼送付条件に割り当てた。そのため、謝礼の送付条件別での、調査全体と

しての回答率は求められない。これは、それぞれの群において、 回目調査依
頼時にどの程度の回答が得られていたかが不明であるためである。

しかし、 回目時点での回答数 件を 等分した数値を、表 に示した各群
の回答状況に追加することで、各謝礼送付条件の仮想的な回答率を求めること

は可能である。このようにして仮想的な回答率を求めると、謝礼なし群では
、ボールペン群では 、 カード群では となる。これらの

回答率はあくまで仮想的な数字ではあるものの、本報告書の分析によって明ら
かになった調査設計（＝未回答者に対する カード先渡し調査依頼）を適

用することで、現時点の 郵送調査が の回答率に到達する可能性を示
唆するものとして捉えることができるのかもしれない。

上記の仮想的な回答率は、朝日新聞（ ）が報じた全国調査として実施さ
れた 方式の 郵送調査の結果を上回るものである。一方で、

通常の 方式の郵送調査の回答率 （小林 ）と比較する
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議論

本報告書では、現在黎明期にある日本の 郵送調査における回答率の向上
策としての、未回答者に対する先渡し謝礼の効果について分析した。前項にま

とめた通り、未回答者への謝礼として最も回答率を高めることができるのは
カードであり、 カードの送付は総費用を増大させたとしても、 件

当たり費用は最も小さくさせることが明らかになった。そのため、未回答者に
対して カードを送付することは、現在の 郵送調査における重要な調

査設計の つであるといえよう。
上記の知見の限界について、 点ほど補足しておく。まず、今回の調査結果

は、青梅市に限定されたものではある。しかし、通常の全国郵送調査において
も、謝礼が回収率を高める効果が指摘されている点を踏まえるならば（松田

）、本稿の知見は必ずしも青梅市のみに限定されるものではないと考える
ことができよう。

次に、本稿の知見は、調査設計上、謝礼送付条件ごとの調査全体としての回
収率を求めることはできない。本稿では、 月 日時点における未回答者

名のすべてではなく、それらの未回答者から無作為に 名を抽出し、無作為
に謝礼送付条件に割り当てた。そのため、謝礼の送付条件別での、調査全体と

しての回答率は求められない。これは、それぞれの群において、 回目調査依
頼時にどの程度の回答が得られていたかが不明であるためである。

しかし、 回目時点での回答数 件を 等分した数値を、表 に示した各群
の回答状況に追加することで、各謝礼送付条件の仮想的な回答率を求めること

は可能である。このようにして仮想的な回答率を求めると、謝礼なし群では
、ボールペン群では 、 カード群では となる。これらの

回答率はあくまで仮想的な数字ではあるものの、本報告書の分析によって明ら
かになった調査設計（＝未回答者に対する カード先渡し調査依頼）を適

用することで、現時点の 郵送調査が の回答率に到達する可能性を示
唆するものとして捉えることができるのかもしれない。

上記の仮想的な回答率は、朝日新聞（ ）が報じた全国調査として実施さ
れた 方式の 郵送調査の結果を上回るものである。一方で、

通常の 方式の郵送調査の回答率 （小林 ）と比較する

と、まだ改善の余地があるものと評価することができよう。そのため、 郵

送調査における回答率向上のための要因について検討することは、これからも
重要な検討課題であるといえよう。

この点については、例えば、未回答者に対する調査モードの変更などのアプ
ローチも有効であるかもしれない。国内の先行研究では、 方式の

郵送調査における未回答者への調査依頼（督促）時に、回答モードを郵送に切
り替えることで回答率が向上することが報告されている（平沢・歸山 ）。

こうした逐次ミックスモードアプローチは、 郵送調査の回答率を高めるう
えで、今後検討されるべき有力な方法の つであろう。

一方で、仮に、 回目はハガキによる 、 回目は未回答者に対す
る謝礼を封入した調査依頼封筒による 、 回目は未回答者に対す

る調査票と返送用封筒の送付（ 通常の郵送調査）という逐次ミックスモード
のデザインによって回答率が高まることが明らかになったとしても、現行の特

別あて所配達郵便に付随する課題は残る。例えば、現行の特別あて所配達郵便
は、通常の送料に 円を加算した金額が 通当たりの送料となることを踏ま

えるならば、未回答者への調査モードの一部に従来の郵送調査を含めることは、
コスト増を意味する。また、現行の特別あて所配達郵便は、定形郵便のみに対

応しているために、サイズと重量に関する制限がある。これは、調査票の分量
上の制限や、原票を回収するための返送用封筒の封入・送付方法における問題

となる。そのため、特別あて所配達郵便を用いた 郵送調査の普及にあって
は、回答率の向上に資する調査研究の発展と並んで、特別あて所配達郵便の送

料および規格についての柔軟な制度設計の検討が期待されよう。
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付 記
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